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はじめに

　皮肉を込めて「労働者天国」と呼ばれたソ連の崩壊に続く体制転換後ロシア

の市場経済化過程で、労働者を取り巻く状態と彼らの行動様式とがどのように

変わったのかということを、制度の変化及び産業構造の変化との関連の中で捉

えるための基礎的な情報源であるロシア労働統計について紹介するのが本稿の

課題である。

　ロシアでは、経済体制の転換・市場経済化による雇用環境の変化に対応する

ために、労働統計の仕組みも変更された。周知の通り、ソ連時代の労働統計は、

他の経済統計一般と同様、量質ともに貧弱なものであったが、体制転換後は、

国際労働機関（亙LO）の協力のもとで国際標準の労働統計システムに移行し、

不十分な点は残るとはいえ、量質ともにソ連時代とは比較にならないほどのデ

ータが提供されるようになった。そこで、本稿ではデータを用いた分析を控え

て、データの定義、作成方法、及び性格について、ロシア統計国家委員会の説

＊）本稿は、文部省重点領域研究「スラブ・ユーラシアの変動」、B02班「経済構造と経済循環の変化

に関する実証分析」報告輯No．60『ロシアの労働統計』（石川（1998））のデータ紹介及びデータを除く

解説の主要部分に加筆修正を加えたものであることを断っておく。筆者はB02班の研究協力者として労

働統計を分担した。B02班メンバーの田畑伸一郎北海道大学教授（代表者）、上垣彰西南学院大学教授、

久保庭真彰一橋大学教授、田畑理一大阪市立大学教授、中村靖横浜国立大学助教授からは研究会

（1997年9月20日、21日、島根大学）において貴重な助言を戴くとともに、資料収集の過程でも多大な援

助を受けた。また、大津定美教授、吉井昌彦助教授（ともに神戸大学）にはいつくかの資料の入手に

際して便宜を図って戴き、廣嶋清志教授（島根大学）からも多数ご教示戴いた。記して謝意を表したい。

本稿は多くの援助のもとに行われた作業結果の一端であるが、あり得べき不備は筆者の責任である。
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明（主としてGoskom蜘RF（1996a））1）と亙L0（1990）の解説を頼りに紹介・コメ

ントする。これは、筆者が今後取り組むべき統計的な就業構造分析に先立つ準

備作業という位置づけのもとに行われている。

　ソ連時代の労働統計と体制転換後ロシアのそれとの一番の違いは、新たに失

業者数が表示されるようになった点にある。これによって、形式的には皿LOの

労働力人口概念である経済活動人口（＝就業者十失業者）を構成することが可

能になる。その一方で、現在もソ連以来の労働資源概念と労働資源バランスを

利用して統計を作成しており、労働統計システムも移行期的性格を持っている

と言える。

　失業統計については、ロシア統計国家委員会と連邦雇用局とがそれぞれ独自

にデータを作成しているが、連邦雇用局べ一スのデータは後述する理由から限

られた用途にしか利用できないと判断できる。従って、多くの失業者統計利用

者にとっては統計国家委員会データが柱になると考える。

　労働関連指標としては、他にも人口、賃金統計、労働条件に関する指標など

があるが、ここではひとまずマクロ経済分析に関わる「人の動き」に関するデ

ータを中心に整理しておきたい。以下、経済活動人口、非経済活動人口、労働

資源、就業統計、そして失業統計の順に見ていく。

1国経済活動人口1

体制転換後のロシア労働統計では、国際労働機関（IL0）の勧告に従って、「経

済活動人口（econom1ca11y　act1ve　popu1at1on）」概念が中心に据えられるように

なった。

　Metodo1og1ches㎞e（1996a）によると、「労働力と経済活動人口の構成及び従業上

の地位に関する統計データの分類」は、「国際労働統計家会議により採用された

定義及び国際労働機関（ILO）の勧告の規定に基づいて、ロシアの国民的特性」

1）以下同書を、Metodo1og1chesk1e（1996a）と表記する。
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が考慮されている。同書では経済活動人口は、「財・サービスの生産のために労

働力を十分に提供しつつある人口部分で」あり、「就業者（zamatye；emp1oyed）

及ぴ失業者（bezrabotnye；memp1oyed）を含む」と定義され、ILOと同一のも

のになっている2）。

　現在のロシア労働統計では、後述するカテゴリーを含んでILOの国際標準を

採用しているわけだが、国際標準とはいえ亙LOによる勧告自体が大枠での基準

である。例えば、雇用慣行は先進国間で見ても様々であり、就業者の分類もそ

れを反映して国ごとに異なっている。これらをある基準に統一すれば、各国の

実情を反映しない分類方法になってしまう。調査対象年齢も、教育制度の違い

を反映して各国の判断に任され、微妙に異なっているのが実態である3）。なお、

OECDでは、15歳から64歳の人口から成る「生産年齢人口」のうち、労働市場

にある者（就業者、自営就業者、一時的な失業者）のことを「労働力」と呼ぶ

が、これはILOの経済活動人口とほぼ同じ概念である4）。

　経済活動に関する情報は、ロシア連邦統計機関によって行われた「雇用問題

に関する住民調査データ」（1992～1995年10月の最終週の状態についての調査）

に基づいている。この1992～1994年の雇用問題に関する住民調査のために、15

～72才の約60万人（この年齢人口の0．55％）が選ばれた5）。1995年には、約16

万人（同O．15％）を対象に同調査を行っている6）。雇用問題に関する住民調査と

2）Metodo1ogicheskie（1996a，p．46）。今のところロシア労働統計諸概念の訳語は標準化されておらず、

一部の資料・文献では明らかな不適訳が散見される。西側の労働統計に関する文献を見ても、兀LOガイ

ドライン（英語）に対してさえ訳が定まっていないようなので、本稿では、不要な混乱を避けるため

にその中でも適訳と思われるものを参考にして統一を図った。原則として例えぱ、Zamatyeには「就業

（者）（emp1oyed）」の、rabo吻1ushchyeとrabotmk1には「従業（者）（Pers㎝satwork）」の訳語をそれぞれあて

る。後にも見るように、ILOガイドラインにおいては、厳密には両者は異なった概念であることを注意

しておきたい。ただし、ロシア労働統計のデータのタイトルでは、両者は巌密に区別されてはいない。

3）アメリカでは16歳以上、日本では15歳以上を対象としている。ILO（1990，レ364）。

4）ブライトン（1990，p．37）。

5）Goskomstat　RF（1995c，P5）。ただし、チェチェン共和国、イングシ共和国、北オセチヤ共和国及

ぴチュコト白治管区に関しては、雇用問題に関する調査は行われていない。Chemyshev（1997，P33）では、

労働力調査の実施水準が西側のそれにほぽ並んだ移行諸国として、チェコ、スロバキア、ハンガリー、

ポーランド、スロベニァとともにロシァの名があげられている。

6）Goskoms伽RF（1996d，P5）。ただし、チェチェン共和国とチュコト自治管区では調査は行われていな

い。
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いうのが、皿LOに言う労働力調査（1abourforcesurvey）である。ロシアの労働統

計は、この年1回の調査とともに、経済単位・政府組織からの毎月、四半期、

及び年次統計報告、労働資源バランス、ミクロ・センサスに基づいて作成され

ている7）。

　統計国家委員会の上記調査は調査期間1週間であるから、同調査による経済

活動人口は、2つのILO経済活動人口概念のうち「現在活動人口（current1yactive

popu1at1㎝）」または「労働力」と呼ばれる概念である・〕。

　また、ラフな計算であるが、60万人というサンプル規模を日本の総人口に当

てはめれば、50万人前後のそれということになる。ロシア統計国家委員会の人

的資源の豊かさを物語っていると言える。因みに、年次統計ではないが、日本

の総務庁統計局が行っている毎月の労働力調査では、全国の全世帯の中から選

定した約4万世帯に居住する15歳以上の者約10万人を対象にサンプルが採られ

ている。従って、ロシアの経済活動人口関連データの情報量の「形式的」水準

は国際的に見ても見劣りのするものではないと言える。ただし、以下で取り上

げる全ての指標に共通することであるが、サンプル規模だけで統計の信頼性を

評価することは出来ないので、サンプルの取り方を含めて調査時の質問票の項

目の詳細を明らかにする必要がある。

2固非経済活動人口

　Metodo1ogiches㎞e（1996a）によると、「非経済活動人口は、労働力の構成、すな

わち就業者及び失業者に入らない調査年齢の人口で、次のa）～f）のカテゴリー

からなる。

　a）昼間の教育施設（昼問の修士課程。博士課程を含む）の生徒、学生、及び

聴講生。

7）Chemyshev（1997，p－107）。

8）ILO（1990，p363）。もう1つは、「平常（通常）活動人口（usua11yact1vepopu1auon）」であり、1年間

のような長期的状態に関する調査によるものである。
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　b）老齢年金及び特例年金（Pens11anad’9otny㎞us1ov11a㎞）受給者、年金年齢に達

した際の扶養者喪失年金の受給者。

　c）障害（mva11datnost1）者年金受給者（I，I、皿グループ）。

　d）家事従事者、子供や病気の親類を看護する者等。

e）職探しを諦めた者、すなわち職探しの全ての可能性を失い、求職を止めた

が、労働能力と意志のある者。

　f）収入源にかかわりなく、仕事をする必要のないその他の者」9）。

　非経済活動人口についても、ロシアは五LOの一般的規定を採用しているので、

e）のようなカテゴリーが含まれており、労働力統計一般の問題点を共有してい

る。労働力統計は、一般に雇用状態を経済活動上の機能面から規定している。

それ故、統計上の失業者を「1週問の調査期間に、1）仕事がない、2）求職活動

を行っている、3）働く意志と能力があって直ちに就業可能である」という条件

に原則として基づいて規定している。従って、労働能カと働く意志があっても、

何らかの方法で求職活動を行っていなければ、原則として失業者には含まれず

非経済活動人口とみなされる。アメリカでは、このような就業希望を持ちつつ

求職活動を行わない部分を「求職意欲喪失者（d1scouragedworker）」として失業

データの1部として別掲という形で準公式に位置づけている1・）。

3国労働資源

　公表されるロシア労働統計の根幹にあるのは経済活動人口であるが、労働資

源概念及び労働資源バランス自体が破棄されたわけではなく、以下で紹介する

ように、現行の労働統計作成過程でも重要な位置付けを与えられているので、

この概念を無視してしまうのは適当ではない。

　詳細を見る前に、労働資源と経済活動人口との関係について1つだけ注意す

9）Me亡odo1og1cheskie（1996a，p47）。

10）伊藤・岩井・福島（1993，臥48）。主として、家庭の主婦層がこの規定に該当する。
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図1　ロシア労働統計の概念図＊＊）

’一’’’一’’一’’一一’“一一一一一一一一一一一一一一一（資源部分＝形成源）一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一・

　　　　　　労働可能年齢の常住人口
　　　　　　（男性16－59才、女性16－54才）

・年金受給非従業障害者　　労働可能年齢の
　（グルーブI・n）　　　　　労働可能人口

・特例年金受給非従業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

労働可能年齢外の　　　労働可能年齢外の　：
年金受給従業者　　　　未成年従薬者　　　＝

（16才未満）

労働資源

1　　　　　　　　　　　　　　経済活動人口　　　　　　　　　　非経済活動人口

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　就学者
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昼間）　（ソ遵非就業者）　　　l
1　　　　　　　　　　就業者　　　　　　失業者
1　　　　　　　　　（従業者十休業者）　　（ソ連時代非存在）　　　　　・老齢・特例年金他受給者　　1

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ソ連非労働資源）

＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・年金受給の障害者
＝　　　雇用による就業者　　　雇用によらない就業者　　　　　　　　　（グル＿プI，口，皿）

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ソ連非労働資源）

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・家事従事者等

1文民　　　軍人　　　　　　　　　　（ソ連非就業者）
1　　　　　　　　　（ソ連非就業者）

＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・求職意欲喪失者

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（米国等では失業者の1部）

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・その他

’一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一（配分部分）＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿一一一一一一一1

榊）Meωdo1og1chesk1e（1996a）をもとに筆者作成。
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べき点がある。ロシア労働力人口概念が労働資源概念から経済活動人口概念に

シフトし、両概念が「労働資源一就学者一経済活動人口」という関係にあると

いう誤解がときに見られるが、これは単に省略を伴っていて厳密な表現でない

というだけでなく、そもそも両者は異なった対象を捕捉するための概念であり、

相互に比較の対象にはならない。ソ連労働資源概念の最大の問題は、その構成

に失業者が含まれていなかった点にあり、ロシア労働統計への形式的な変更点

は、（1）体制転換・雇用制度転換に伴うソ連「就業者」の組み替えと、ソ連「就

業者」へのソ連「非就業者」からの軍人の転入とによるロシア「就業者」への

移行、及び新たに「失業者」を導入したことによる「経済活動人口」概念の成

立、（2）ソ連「非就業者」の組み替え（ロシア「就業者」への軍人の転出、各種

年金受給者。年金受給の障害者。求職意欲喪失者の追加）による「非経済活動

人口」への移行、と要約できる（図1参照）・）。「経済活動人ロニ就業者十失業

者」という形式を基準にすれば、ソ連では「失業者一〇」とみなされて非表示

であったため、自動的に「経済活動人口＝就業者」が成且していただけであり、

「失業者＞O」とすれば直ちに通常の経済活動人口概念を構歳することができ

る。以上で、労働資源から経済活動人ロヘ概念の移行が行われたのではないこ

と、就学者の有無が両概念を分かつ基準ではないこと、そしてあくまで失業者

の導入が変更のポイントであることが理解されよう。

　以下、労働資源について統計国家委員会の説明に沿って見ておこう。

　Metodo1ogicheskie（1996a）によると「労働資源バランスは、労働資源の存在量

とその活動分野別・種類別の分布とを反映する指標体系である。毎年、国全体、

ロシア連邦構成共和国、地方（krai）及び州（ob1ast’）ごとに、都市と農村の分

布とともに作成される。労働資源バランスは2つの部分、すなわち資源部分と配

分部分とから成る。第1の部分は労働資源の存在量とそれらの形成源とを特徴

づける。第2の部分では、労働資源は、経済活動人口（経済活動への就業者及

11）ソ連労働資源＝労働可能年齢人ロー障害者十労働可能年齢外年金受給従業者十未成年従業者（＝

就業者十非就業者）、ソ連就業者：労働者十職員十コルホーズ員十個人副業経営専従者十その他、ソ連

非就業者＝就学者十家事従事者十軍人。
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び失業者）と、生産から離れて就学中の労働可能年齢にある学生の個々の配置

を区別した非経済活動人口とに分けられる」12）。

　「“労働資源”は労働可能年齢にある労働可能人口と労働可能年齢の範囲を超

えて従業している者（年金受給者及び未成年者）との合計から形成される。

　労働可能年齢にある労働可能人口は、労働可能年齢にある常住人口を基にし

て定まるが、これから住民の社会的保護機関で年金を受け労働可能年鯖にあっ

て従業していない障害者のグループI及び1と、労働可能年齢にあり特例年金．

を受給して従業していない年金生活者数が差し引かれる」1・〕。「経済に就業した

高齢者数及び未成年者数は、雇用間題に関する住民の抽出調査データを利用し

て勘定され」、「労働可能年齢にある従業していない障害者のグループI，1の

総数と年金生活者。特例年金受給者数の計算は、住民の社会的保護機関の様式

のデータを利用して行われる」川。なお、労働可能年齢は、男性16～59歳、女性

16～54歳である15）。

　資源部分についてはソ連時代と同じ規定であり、配分部分で亙LO経済活動人

口と非経済活動人口とへの接続が図られていることがわかる。

　以上の説明を式にまとめると次のようになる。

　資源部分＿形成源から見ると、

（1）労働資源＝労働可能年齢の労働可能人口十年金受給従業者十未成年従業者

12）Me亡odo1ogicheskie（1996a，叫49）。労働可能年齢にあって、生産から離れて学んでいる学生数の計算

は、学校のデータに基づいて行われる。昼間の教育形態の学生総数の巾での重複計算を避けるために、

労働活動と学習を掛け持っている学生数が利用される。このカテゴリーは雇用問題に関する住民の抽

出調査データに基づく計算により得られる。Metodologicheskie（1996a，肌54－55）。

13）Metodo1og1cheskie（1996a，P54）。なお、常住人口：現在人口十（一一時不在人ロー一時現在人口）。

常住人口（Posto1㎝moemase1eme，res1d㎝tpopulat1㎝またはdejurepopulat1㎝）は人ロセンサス時に一時不

在者を含み、一時現在者は除かれる。現在人口（m11chm㏄nase1㎝1e，Pres㎝t－m班eapopulat1㎝またはde

facto　popu1ati㎝）は一時不在者は除き、一時現在者を含む。ロシアの場合r一時的」とは、6ヶ月以内と

いう意味である（Metodo1ogicheskie（1996a，p．28））。日本では国勢調査の場合は3ヶ月、住民登録台帳の

場合は1年間不在ならば常住人口には勘定されない。

14）Metodo1og1cheskie（1996a，P54）。

15）Goskoms伽冊（1996d，p5）では、労働可能年齢の範囲が、男性16～60才、女性16～55才と変更さ

れている。
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　（2）労働可能年齢の労働可能人口＝労働可能年齢の常住人ロー．（労働可能年

齢で年金受給非従業障害者十労働可能年齢で特例年金受給非従業年金生活者）

配分部分から見ると、

（3）労働資源＝経済活動人口十非経済活動人口

　細かな調整のために次のような手続きを踏む16）。資源部分と配分部分を一致

させるために、ロシア国内で雇用された外国人労働者数が勘定に入れられる。

これにはロシア移民局のデータが利用される。労働可能年齢人口の都市・農村

問の配分に際して、振り子移動（ma1atmkova1am1grats11a）にかかわる補正がな

される。人口の算出は居住地に関して行われるが、従業者数、学生数の算出は

就労場所に関して行われるのでこのような補正が必要になる。

　労働資源及び労働資源バランスについては以上のように解説されており、

Metodo1og1cheskie（1996a）には、労働資源ハランスの表体系も掲載されているも

のの、労働資源データそれ自体は最近の統計集では姿を消しつつある1・）。ただ

し、すでに見たように労働資源が経済活動人口・非経済活動人口と関違付けら

れているし、Metodo1oglchesk1e（1996a）の説明では、次に見るように就業者数の

テータ作成方法と情報源自体が労働資源バランスをべ一スにしているので、公

表されなくなっただけで統計作成の現場では重要な役割を果たし続けている。

当面は従来の労働資源概念用の統計作成システムを利用しつつ、経済活動人口

概念の統計を作成していくことになるものと思われる1・）。

16）Metodologicheskie（1996a，P．54）。

17）労働資源ハランス表体系は、Metodolog1chesk1e（1996a，pp50－53）。労働資源データは、1996年

以降、統計集には掲載されなくなった。

18）Metodologicheskie（1996a，p．59）。

sokyu
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4国就業統計

　就業者は、ロシアでは雇用による就業者と雇用によらない就業者とに分類さ

れる。Metodo1og1chesk1e（1996a）では、就業者は次のように定義されている。

　「当該期間（r棚m獅vaelmy1per1od；referenceper1od）内の（以下に該当する）、

16才またはそれ以上の男女双方、及び年少者は、経済における“就業者’’に属

する：

　a）完全または不完全労働時問（Po1Ωoe1ibonepo1noerabocheevremia）の条件で

報酬のために雇用による仕事（rabotaponaimu）を行った者、収入をもたらす他の

何らかの仕事を、独立にまたは個々の市民のもとで行った者（直接的な支払あ

るいは自己の活動に対する収入の受領期問を問わない）が属する。就業者の構

成には、雇用局を通じて得られた有給の社会的労働を行った登録失業者、及び

教育施設の方針に従って有給の農作業を行った生徒。学生は含まれない。

　b）病気またはけが、病人の看護；年次休暇または休日；補償休暇または代休、

超過勤務または祝（休）日勤務の補償；特別な作業予定表による仕事；（輸送

労働の際に起こるような）予備的滞在（na㎞ozhdeme　v　rezerve（takoe　meet　mesto

prirabote醐transporte））；法律により定められた妊娠。出産（rod）及び子供の

世話のための休暇；教育、自分の職場外での再教育及ぴ教育休暇；管理部の発

議に従った無給または有給休暇；ストライキ、その他同様の理由が原因で仕事

を一時的に休んだ者。

　C）家族企業で無給労働を行った者」19）。

　完全労働時間・不完全労働時間はソ連以来の固有の概念であり、通常のフルタ

イム。パートタイムに相当する・・）。従業者の労働契約条件に従って定められた

19）Metodo1od1ches㎞e（1996a，p46）。同書には鉦給の家族企業従業者の労働時聞基準は示されていない

が、Chemyshev（1997，p130）によれぱ、当該期間に1時間以上働いた毎給の家族企業従業者は就業者に

含まれる。アメリカでは15時間以上働く無給の家族従業者は就業者に含まれる。日本では特に時間規

定は設けられていない。ILO（1990，p．175，p345）。

20）統計国家委員会がILOに提出した方法解説（Chemyshev（1997，レ130））では、fu11－time，p帥一time

と英語表記されているが、通常の意味と異なるのでロシア語表記の直訳を採用する。
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規定、各企業の作業予定表（grafik）、及びカテゴリー別の法定労働時問よりも

短く、例えば8時問のかわりに6時間働くというように、不完全労働週または不

完全労働日でやむを得ず働くか、5日または6日労働週に対する労働日数。週労

働時問が減少するような場合が、不完全労働時問概念に当てはまる。ただし、

管理部・雇用者（rabotodate1’）の発議に従った場合か、労働市場における完全

雇用による職場不足が原因で、やむを得ず短時問しか働かなかったことが原因

の労働時問の減少がこの概念の対象でり、さらに、従業者はその際、追加的求

職を行うか、追加的に働く用意があることが条件となっている21〕。不完全労働

時問従業した者は、ILOの規定する顕在的不完全就業（nepo1n釦av1dma蛆za皿1a－

tosピv1s1b1e　mderemp1oyment）者である22）。ロシアの場合、ソ連以来用いられ

ている労働時問フォンド（各部門の年聞の標準的労働時問）を基準に不完全就

業が測定されている。そのため通常見られる標準労働時問の確定の困難による

不完全就業測定の困難は、ロシアの場合は緩和され、規定も欧米諸国に比べて

明確である刎。

　さらに、雇用局で求職者として登録された者または失業手当受給者で、当該

期問に何らかの仕事を行った者も就業者に含まれる2・）。既述の通り、且LO標準で

失業者として勘定されるためには、当該期間に、仕事がなく、求職を行い、就

業可能であるという条件を満たさなければならない。従って、登録失業者であ

っても、皿LO基準では非失業者（非経済活動人口または就業者）に分類される

場合がある25）。

21）Metoddod1chesk1e（1996a，P49）。ILOによれば、追加的求職条件は被調査者の王観によるハイアス

を除くために設けられている。

22）ILO（1990，p365）。他のILO不完全就業概念は、非顕在的不完全就業（mv1s1b1e㎜deremp1oy鵬nt）であ

る。これは、労働資源（1abour肥somce）のミス・アロケーションや労働と他の生産要素の問の不均衡を反映

する概念で、現象としては低所得、技能の不完全利用、低生産性が対応しており、主に分析用の概念であ

る。なお、これを「潜在的不完全就業」と訳したものも見られるが、他に“Pot㎝t1al㎜deremployment”なる分析

用概念があるため、混乱を避け上のように訳しておいた。

23）日本の労働力調査では不完全就業はカバーされていない。アメリカでは仕事の減少、資材不足、プ

ラント・設備の修理、当該週の仕事の開始・修了、フルタイム従業の困難などの経済的理由によるパート

タイム（1週間に1～34時間）従業者のデータが唯一の情報源である。ILO（1990，p．176，叫345）。

24）　Chemyshev（1997，p．130）o

25）こうした事情はロシアに限らず、データの情報源を労働力調査に依拠している諸国に共通して当
てはまる。
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　1つ以上の仕事（職）を持つ就業者すべてに対して本業（osnovna1a　rabota）

（有給の職（dokhodnoe　zamat1e））と追加的仕事とが規定される。本業は、「そこ

に労働手帳が置かれるような仕事である。労働手帳がない場合は、自ら本業と

みなすか最長時聞働いたような労働」が本業である。「内部での兼務の場合、当

該種類の仕事の標準的な労働時問の範囲内の仕事が本業とみなされる」。追加的

仕事として、すべての種類の兼務（本業に含まれるものを除く）、契約による別

の仕事、偶発的な1回限りの仕事があげられている。本職（osnovnoemestorabo－

ta）の活動の性格によって規定される場合の数箇所の企業での仕事は遣加的仕

事には含まれない。この種の仕事として、企業の方針に従った出張・農作業、

他人への販売を目的とするのではなく、個人的欲求を満たすための個人副業経

営、菜園での仕事があげられている・・）。

　　且LOでは、就業者を有給就業者（Persons　m　pa1demp1oyment）と自営就業者

（se1トemp1oyment）とに分類した上で、さらにそれぞれに含まれる各カテゴリー

を従業者（Pers㎝satwork）と休業者（Personsw1thajobbumotatwork）とに分

類している27）。ILOの有給就業者、自営就業者が、それぞれロシアの雇用による

就業者、雇用によらない就業者である・・）。また、「何らかの仕事」とは、IL0に

よれば、「少なくとも1時問」の仕事と解釈できるとされているが、アメリカ同

様ロシアでもこれについての規定は存在しない・・）。

　「雇用による従業者」には、「あらゆる所有形態の企業長または個人と労働条件

に関する書面による労働協約（p1s－memy1trudov01dogovor）、契約（kon耐akt）、また

は口頭の取り決め（ustnoe　sog1asheme）を結んだ者が属し、それによって彼らは雇

用に際してあらかじめ取り決められた現金か現物かによる支払を受け取る」30）。

　雇用による従業者はさらに、文民（9razhdanskoe　nase1eme）と現役軍人（voemo一

26）Metodolog1cheskie（1996a，P49）。

27）ILOによると、休業者とは、仕事と結びつきを持ちつつ休業している者で、（1）賃金または俸給の

継続的支給、（2）復職保証、（3）休業の経過期間、の3つの基準によって規定されるべきものである。

IL0（1990，p．363）、Chemyshev（1997，pレ33－37）。

28）ここではILOガイドラインからの訳語によらず、ロシア語からの直訳を採用しておいた。

29）ILO（1990，p．175，p．344，p．364）。日本の場合はILOの「1時間基準」が採用されている。
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s1uzhashchie）とに分類される。「現役軍人には軍人の階級称を持つ者及び契約ま

たは召集により実際の軍務にある者が属する。“民警（mi1itSiia）”、“内務（Vnu－

trem1a1a　s1uzhba）”、“法務（1ust1ts11a）9’の特別な称号を与えられた非指導的また

は指導的（r1adovo111lnacha1’stvu1ushchn）スタソフとして内務機関に勤務する者

は、現役軍人には属さない。昼問の訓練形式の軍の教育施設における訓練は、

有給雇用（op1ach1vaema1azamatos1t’）、有給の職、または企業・組織への一時的不

在ではない」31）。ソ連労働統計では現役軍人は、家事従事者、生産を離れて就学

中の者とともに、非就業者に含まれていた。亙L0は軍人を有給就業者として扱

うべきであるとしているので、ロシアの軍人の扱いはこの限りでは問題ないが、

Metodo1og1chesk1e（1996a）の上記の説明を見た隈りでは、現役軍人に属さない民

警、内務、及び法務の指導的。非指導的な内務機関勤務員については、どのカ

テゴリーにも算入されていないことになる・・）。

　雇用された従業者は、雇用期間によって、a）常勤従業者（Posto1amyerabotm－

k1）、b）臨時従業者（vrememye　rabotmk1）、c）季節従業者、d）偶発的な仕事に雇

用された従業者、に分類される。「労働協約により雇用期聞が規定されていない

従業者、及び労働協約が雇用期問を規定しているが、臨時従業者または偶発的

な仕事の従業者に分類するには雇用期間が十分長いような従業者は、常勤従業

者のなかで区別される」33）。

　「雇用によらない従業者（rabota1ushch1e鵬po　namu）」は独立に自分自身の労

働によって生活する者である。このカテゴリーに含まれるのは、1）個人べ一ス

の従業者、2）雇用者、3）無給の家族企業従業者、及び4）共同企業のメンバーで

ある。企業長、企業管理者、及び宗教的儀式の奉仕者を含む有給の職につく者

は、雇用された従業者である。個人べ一スの従業者（自営業主）、雇用者、無給

の家族従業者は、旧体制の統計では見られなかった新たなカテゴリーである。

30）Metodo1ogicheskie（1996a，レ47）。

31）Metodo1og1chesk1e（1996a，p48）。

32）ILO（1990，p．364）。

33）Metodo1ogichskie（1996，P．48）。
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　雇用によらない従業者の各カテゴリーの規定は以下の通りである。

　1）個人べ一スの従業者：「雇用された従業者の労働を利用したり個々の従業

者を短期（季節的・偶発的労働）に参加させたりせず、収入をもたらす活動を

独立に遂行する者」。

　2）雇用者：「個人の私（家族）企業、農場の経営者、他に専門的活動または

手工業を独立にかつ雇用された従業者の労働を常時利用して行っている者」。

「家族企業経営者は、家族が構成員問で所有部分の分割をせずに企業を所有し、

雇用された従業者の労働を生産活動の遂行のために常時利用すれば、雇用者で

ある」。

　3）無給の家族企業従業者：省略。

　4）共同企業のメンバー：「生産協同組合メンバー及びパートナーとは、当該

企業の従業者でかつこの企業を所有する所有者集団のメンバーのことである」。

　就業者の従業上の地位の分類は以上のように確定され、過去に仕事に就いて

いた失業者の場合は以前の雇用に関して確定される。こうした従業上の地位の

分類に当てはまらない者として、過去に就業したことのない失業者といずれか

の従業上の地位に分類するための情報が得られない者がある洲。

　IL0では、「自家消費・家族の消費のための財・サービスの生産に従事した者

は、そのような生産が家計の総消費に大いに寄与している場合には、自営就業

者とみなされるべきである」としているが、ロシアではこれに関する規定は見

られない。また、ILOでは学生、家事従事者その他で、当該期問中に主に非経

済活動に携わっていたが、有給就業か自営就業かで就業していた者は、就業者

とみなされるべきで、可能であれば識別されるべきであるとしている。ロシアで

は、家事、宗教活動、慈善活動、無給の見習いなどが唯一の活動であれば、非

経済活動人口とみなされるが、直接皿LOの勧告に対応する規定は見られない35）。

　就業者テータ作成のための情報源は、企業、施設、及び組織によって提出さ

34）以上はMetodo1ogicheskie（1996a，pp．47－48）。ロシアの従業上の地位の分類はIL0の国際分類

（ICSE－93）に即している。

35〉ILO（1990，叫364）、Chemyshev（1997，p．130）◎
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れる年問及び当座の報告書のデータ、農家（農場経営）の調査データ、雇用問

題に関する住民調査のデータ、税務機関のデータ、及びロシア連邦移民局のデ

ータである。個人の労働による、または個々の市民のもとでの雇用による就業

者数の計算は、雇用問題に関する住民調査データによる・・）。統計国家委員会が

皿LOに提出した解説によると、就業（及び賃金）データは、これらの情報源に

加えて、政府組織、企業のサンプル調査、及び社会保険記録からの情報をもと

にして作成されている・・）。

　企業と組織の従業者数の計算は、企業。組織（小企業。合弁企業を含む）か

ら得られる情報と抽出調査データとに基づいている3・）。企業。組織の従業者数

には、在籍者リスト上のメンバー以外に請負契約で働く従業者の1部も含まれ

るので、これらの者の重複計算を避けるために、抽出調査データによって、1つ

の企業・組織だけで働く従業者数が確定される39）。

　企業、施設、及ぴ組織で、契約条件により不完全労働時問従業する者は、前

年の劣働資源バランス・データと雇用問題に関する住民調査のデータが晴報源

である。他に、宗教組織従事者、個人企業または家族の私的企業で無給で従業

する家族構成員、家事遂行に雇用によって就業した者、雇用された従業者を伴

わない個人べ一スの従業者、雇用された従業者の労働を利用する独立の就業者、

及び個々の市民のもとでの雇用による従業者の数字も、前年の労働資源バラン

ス・データをその情報源の1部として確定される。

　以上のように、就業者数確定の際の情報源として、多くの項目で前年の労働

36）Metodolod1cheskie（1996a，p55－57）。

37）Chemyshev（1997，p．107）。

38）小企業に関する規定は以下のように定められた。1995年までは、1993年5月11日付政府決定第

446号に基づいて、鉱工業・建設では従業者数200人以下、科学100人以下、他の生産部門50人以下、

非生産部門・小売・公共食堂15人以下ならば小企業とされた。1996年には、1995年6月14日付連邦法

錦88号に基づいて、資本のうち、国家・地方自治体、公共団体・宗教組織・慈善団体その他の占める

部分が25％を趨えない場合と、小企業に属さない1つ又は複数の法人に属する部分が資本の25％を超

えない場合で、従業者数が、鉱工業・建設・運輸で100人以下、農業・科学技術部門で60人以下、卸

売業で50人以下、小売業・日常サービスで30人以下、その他で50人以下の場合が小企業とされた。

Goskoms帥RF（1997a，臥361）。

39）Me亡odolodlcheskie（1996a，p54）。
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資源バランス・データが利用されており、またMetodo1og1chesk1e（1996a，P59）

には、分野。部門別の就業者数の計算に際しては、労働資源バランスの作成方

法を適用すべきであるとの記述も見られることから、労働資源概念の現在のロ

シア就業統計作成過程における重要な位置付けがわかる40）。

5国失業統計

　Metodo1og1chesk1e（1996a，P46）によると、「失業者には、当該期問に次の3つ

の要件を満たす16才及びそれ以上の者が属する。

a）（有給の職の）仕事を持たなかった者。

b）求職を行った者、すなわち、国または民間の雇用局に照会した者、新聞雑誌

の広告利用者または掲載者、直接企業の管理部（雇用者）に照会した者、個人

的なコネ等を利用した者、または事業の組織化に着手した者。

C）仕事に就く用意のあった者。

　学生、大学生、年金生活者及び障害者は、もし求職を行ったか仕事に就く用

意があったのであれば、失業者として勘定される。

　失業者のなかで、労働活動に従事していない者、求職者として雇用局に登録

された者、他に失業者として認定された者が区別される」。

　「失業者全体の規模と構成に関する情報は雇用問題に関する住民調査の資料に

基づいて用意され、国家雇用局に登録された失業者の規模と構成に関する情報

はロシア連邦雇用局のデータ」による州。

　「国家雇用局に登録された失業者」には、求職を行い、かつ国家雇用局で公式

の失業ステータスを受ける規定の手続きに従う者が属する。

　「就職斡旋問題に関して国家雇用局に照会した国民数」のデータは、「職場の

変更あるいは副業を希望する働いている者、他に学業から自由な時間に働きた

いと希望する生徒や学生を含み、当該期問に、雇用局に照会した人数を特徴づ

40）これらの計算方法と詳細については石川（1998）参照。

41）Goskoms胞t　RF（1995c，P75）。
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ける。

　“就職斡旋された国民の数”は、当該期問に国家雇用局の協力で職を得た総人

数である。

　‘6企業・組織が申請した求人需要（po血ebnost’vrabo血1ka㎞）99は、企業・組織

が国家雇用局に通知した欠員数である」42）。

　「‘‘失業期間”（Prodo1zh1te1’nost’bezrabot虹sy）は、人が（求職の初めの段階から

就職斡旋または当該期問まで）あらゆる方法を利用しながら仕事を探す期問で

ある」43）。

　年平均失業者総数は、月ごとの失業者総数の算術平均として求められる。月

ごとの失業者総数は雇用問題に関する住民調査を利用して計算される。年平均

の登録失業者総数は、雇用局の月次データの算術平均として計算される・・）。

　アメリカの失業概念では、過去4週問に求職活動を行った者という条件がつ

いており、レイ・オフされた者で元の仕事への復職待機者または30日以内に新

規に始まる仕事を待っている者は失業者に含まれる・・〕。日本では求職活動を積

極的に行っていたか、求職の結果待ちの者であればよく、求職活動期問の限定

はない。復職または新規の就業待機の規定も存在しない46〕。この点ではロシア

は日本と共通する。亙L0は、失業者の規定でも、学生、家事従事者などで、主

に非経済活動に従事した者で、a）～c）の3つの条件を満たす者は他の者と同様

に失業者とみなされるべきであると勧告しているが、これに対応するロシア側

の規定は見られない。

　失業統計の主な作成方法は、労働力標本調査（調査統計）と業務統計（職業

紹介所統計、失業保険申請者（受給者）統計）である47）。統計国家委員会べ一ス

の統計は前者、雇用局べ一スの失業データは後者である。主として労働力調査

42）Goskoms帥RF（1995c，P75）。

43）Metodologicheskie（1996a，p．46）。

44）Metodologlcheskie（1996a，p55）。

45）1L0（1990，P345）0

46）IL0（1990，叫176）。

47）もう1つ、賃金労働者とサラリーマン、及び少数の経済部門のみを対象としている事業所統計が
ある。
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により失業統計が作成されているのは、アメリカ、日本、カナダなどで、反対

に、主として業務統計・失業登録統計が作成されているのは、ヨーロソパ諸国

である48）。

　現在ロシアでは、失業統計に関して、調査・業務の両系列を公表しているわ

けだが、雇用局べ一スの統計（後者）は、例えばロシアの公的な就職斡旋シス

テムが国民の要求に応えうる水準に整備されているか否かを判断したり、失業

者がどの様な求職活動を行うのかを知るといった目的で利用するならともかく、

マクロ・レベルでの分析目的にとっては、主要な役割を演ずることはないと思

われる。ヨーロッパで業務統計が主に作成されているのは、伝統的に職業紹介

所の整備が進んでいたからであると言われている。ロシアにおける雇用局の位

置づけは、第1表と第2表とによって概観できる。第ユ表には、1992～1996年

の失業者数と雇用局登録失業者数とが掲載されている。そこには、統計国家委

員会が実施した10月末と3月末の雇用問題に関する住民調査によるデータ（失

業者全体の値はIL0の方法に従って作成されている）と、連邦雇用局に登録さ

れた失業者数による数字が併記されている。それによると、雇用局創設当初

（1991年創設）より増えたとはいえ、失業者全体に占める登録率が低く（1996

年3月で、．38．7％ないし41．3％）、調査統計で報告される失業者数をはるかに下

回る人数しか雇用局に登録されていない。

　第2表では、1992～ユ996年の求職方法別失業者数が得られる。10月末と3月

末の雇用問題に関する住民調査によるデータである。1992年、1993年は雇用局

利用者よりも個人的コネを利用した失業者の方が多く、1994年になってようや

く雇用局利用者が他の求職方法を上回った。個人的コネの利用者の比率は1995

年まで増加しつづけ、1996年に微減している。男性失業者では、1996年になっ

てようやく国家雇用局と個人的コネの利用者が並んだ。直接管理部に照会する

者の数も大きな比重を占めている。1996年3月時点で、国家雇用局利用者は失

48）欧米の事情については、伊藤・岩井・福島（1993，p．49）、岩井（1992，叫246）を参考にした。日本が

ILOや0ECDに対して報告しているのは、総務庁統計局による毎月の労働カ調査である。



（第1表）失業者数

雇用問題に関する住民調査データ
1O月最終週、千人 3月最終週、千人

1992 1993 1994 1995 1996
失業者全体 3587．8 39548 5433．5 6410－4、 6473．1

学生、生徒、年金生活者 708．3 5584 528．4 521，8 501－5

女性 17746 1907．9 25I2．6 2935．5 2919－8

農村地帯屠住者 59σ1 665．2 998．1 1336．2 142313
構成比；％
失業者全体 1ooo 100－O 1OO．O 1OO．0 ユooo
学生、生徒、年金生活者 197 141 9．7 8．1 7．7

女性 495 48．2 46．2 45．8 45．1
農村地帯屠住者 16．6 1σ8 18．4 2α8 22．O

10月最終週、千人 3月最終週、千人
連邦雇用局データ 1992 199ム 1993 1993a 1994 1994a 1995 1995a 1996 1996a

国家雇用局登録失業者数 4424 577．7 7284 835．5 1475．2 1636．8 2142．1 23270 2675．6 2506．O

女性 326－5 4170 508．3 5674 952．5 1051．3 135以7 1454．7 1613．5 1575．6

農村地帯屠住者 70－1 101．7 1693 2099 3929 445．1 612．8 671．7 776．3 710．7

構成比；％

国家雇用局登録失業者数 1000 100－0 100－O 100．O 100．0 100．0 1OO．O 100．0 1000 1OO．O

女性 73．8 7五2 69－8 67．9 64．6 64．2 63．5 625 6α3 6■9
農村地帯居住者 15．8 17．6 23．2 25．1 26．6 27．2 28．6 28．9 2以0 28．4

国家雇用局登録失業者数の失業者全体に占める割合、％ 12．3 16－1 184 2α1 27．1 29．9 33．4 385 41．3 38．7
（出所）Go虫om・胞tRm997b，州7）。

・系列はGo・k㎝・側R則997ψ39）、

（備考）雇用閤題に関する住昆謁杏による　失糞者全佐はILOの方浩による．（備考）雇用問題に関する住民調査による 失棄者全体はILOの方法による

（第2表）求職方法別失業者分布

全　　体 男性 女 性

1992 1993　　1994 1995 1996 1992 1993 1994 1995 1996 1992 1993 1994 1995 1996
失業者全体、百万人 3．6 4．1　　5．4 6．4 6．5 1．8 2．1 2．9 3．5 3．6 1．8 2．0 2．5 2．9 2．9

構成比、％：

（1）雇用局への依頼者全体 28．8 32．0 3λ8 42．9 47．4 21．9 25．5 33．O 35．8 41．1 35．5 38．8 47．1 50．8 54．5

うち国家雇用局 27．8 30－6 38．2 41．6 45．8 20．7 23．9 31．3 344 39．4 34．9 37．6 45．6 49．7 53．1

うち民聞雇用局 O．9 3．0 33 3．8 4．1 1．2 3．2 3．9 3．7 3．8 0．7 2．8 3．5 3．8 4．5

（2）出版物利用求職者 8．4 13■ 15．6 16．9 1γ6 8．7 13．2 14．8 17．0 17．2 8．1 142 16．4 16．8 17．9
（3）個人的コネ等利用者 29．0 365 37．5 38．6 36．9 32．3 38．1 39．4 40．9 39．4 25．7 34．7 35．4 36．1 34．2
（4）直接管理部（雇用者）に照会した者 2σ7 31．3 2λ4 ㎎一0 253 2臥9 33．3 31，5 29．7 27．8 23．5 29．4 27．0 26．1 23．2
（5）仕事を提案した者 6．3 α8 0．5 04 0－3 5．9 0．8 0．5 O．4 α4 6．8 O．8 O．5 O．4 O．2

（6）自営業を組織しようとした者 1．7 1．8 14 14 0－9 2．4 ム8 1．9 1．9 1．9 1．O O．9 O．8 O．7 O．7

（7）その他の方法 13．3 15－8 14－4 17．6 16－2 14．8 17．4 16．0 19．1 19．1 11．9 14－0 12．6 15．8 14．4

計1～7 114．2 131．9 13＆6 145．8 145．0 115．9 131．1 137．1 144£ 146．9 112．5 132．8 139．8 146．7 145．1

（出剤G欄kΩms㎜叩“097㌧n112m。（出所）Goskoms雌冊（199凧p．120）。

　1993年はGosko皿sωRF（1995叩．146）。

　訓1卜（7）は筆者計算。

（備考）1992．1995年は10月末の、1996年は3月末の雇用問題に関する住民調査による。
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業者全体の45．8％（男性39．4％、女性53．1％）に過ぎない。

　第2表下欄で失業者が選んだ求職方法の割合の合計を計算したが、その値は、

全体、男性、女性のすべての年で100％を越えており、1995年までは増加の一

途をたどり、1996年で全体と女性の値が微減しているが、男性については一貫

して増加しつづけている。1992年から1993年にかけては、全体、男性、女性の

全てで急増している。あの手この手で求職を行う失業者が増えているという傾

向が看取できる。

　以上のように、失業者の雇用局への登録率と利用率が低く、男女問に大

きな利用率の差が見られる現段階では、ロシアの業務統計（雇用局失業デ

ータ）をヨーロッパ諸国のそれと同列に置くことはできないし、失業者のこ

うした行動様式は、雇用局データのマクロ経済分析用失業統計としての利

用価値を著しく損なっている。従って、当面、雇用局データを本格的な

失業統計と位置づけることはできないし、活用範囲は隈られると言える。ま

たMetodo1og1c畑sk1e（1996a）には、2つの労働力調査の問の期問の失業者数を得

るために便宜的に雇用局のデータを利用するとの記述があり、そのための算式

も紹介されている・・）。このことからも、雇用局失業データの補助的位置づけが

理解されよう50）。

結　び

　以上で見てきたように、ロシア労働統計は概ねILO標準に従う形で作成・公

表されるようになっている。ただし、既述のように、企業・組織の就業者以外

はほとんどが労働資源バランス・データの情報を利用している。これが、労働

力の計画的配分をやめた現在のロシアに適合的な方法なのかどうかは検討の余

地があろう。また、企業。組織の就業データでは、企業のサンプル調査に加え

49）Metodolog1cheskie（1996a，P60）。

50）雇用局失業者統計の問題点と限界については大津（1996，p－45）。
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て企業からの報告を利用して作成している。Metodo1ogicheskie（1996a）には、企

業のサンプル調査についての記述が特に見られないので、どの程度報告から得

られる情報に依拠しているかは不明であるが、私企業の場合は統計機関に正直

に報告するインセンティヴをもたないから、報告の様式・収集方法次第ではバ

イアスが入り込む余地は十分にある。これに加えて、シャドー。エコノミーの

領域に属する“インフォーマル。セクター’の扱いについては、此Oの決議

（1993年）はあるものの、ロシアでは取り組まれていない。労働統計の性格の理

解。信頼性の評価のためには、一般にサンプル調査の際の調査票の質問項目の

設定を知る必要があるが、Chemyshev（1997）では、ハンガリー、リトアニア、ポ

ーランド及びルーマニアの調査票は掲載されているが、ロシアのそれは掲載さ

れていない。これは、国際比較に際しても必要となる資料である。データ収

集・加工のより具体的な方法の調査・検討は今後の課題である。

　体制転換に伴う統計システムの転換という混乱の中でデータが作成されるた

め、新しい年度の統計集が出版されるたびに数字が変わるというロシア統計一

般の困難を、労働統計も少なからず共有している。また、部門別データの中に

は農業部門のように、体制転換後に関するデータがほとんどない部門も存在す

る。サービス部門のデータ量も、この問のサービス経済化の動向からすると不

十分である5I）。

51）GoskomstatRF（1995b，p．444）には、「全ロシア小売業・公共食堂企業センサスの縞果について」と

題する解説が掲載されている。これは、ロシア統計国家委員会が、1994年11月1日の状態に関して実

施した調査で、初の全ロシア小売業　公共食堂企業センサスである。センサスは、所有形態や組織的

法的事業形態にかかわりなく、独立バランスで活動する全ての小売業・公共食堂企業を対象とした。非

商業企榮バランス（鉱工業、農業、教育施設等）にない、商店、露店、食堂及び他の類似の施設のセ

ンサスは実施されな，かった。

　また、Goskoms伽RF（1996c，p265）には、「第1回全ロシア卸売企業調査の基本緒果について」と題す

る解説が掲載されている。この調査は、卸売市場のインフラ調査と卸売関連の情報基盤の創設のため

に、ロシア統討国家委員会が1995年5月1日の状態に関して実施した調査で、初の全ロシア卸売企業調

企である。センサスは、所有形態や組織的・法的事業形態にかかわりなく、独立バランスの、卸売業、

卸売仲介業、商業仲介業及び供給・販売業に携わる商業企業（小企業を含む）を対象とした。

　今後、1994年と1995年のヒ記両調査に基づく小売・公共食堂企業と卸売企業とに関する詳細なデ

ータの公表が期待される。

sokyu

sokyu
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　その一方で、ソ連時代と比較すれば得られるデータの量が飛躍的に増加した

ことは確かであるし、統計国家委員会。雇用局の2系列の失業データが発表さ

れ、さらにストライキに関するデータも公表されるようになったのは歓迎すべ

きことである。また、亙LO標準を採用したことにより、これまで困難だった労働

統計による国際比較研究の可能性も生まれた刷〕。ロシア労働統計を利用する際

には、問題点が残されていることを自覚しつつも、ソ連時代に比べて格段に改

善された点を評価して積極的に利用し、分析の中で具体的に統計の問題点を指

摘していく必要がある。

52）ロシアでは、従榮上の地位の国際分類（ICSE－93）は労働カ調査の際に使用され、国際標準産業

分類第3次改訂（ISIC　Rev．3）と国際標準職業分類（ISCO－88）とについては、現在両者と互換性を持

つ分類を作成中である。Chemyshev（1997，p107）。



ロシア労働統計の性格 131

（文献。資料）

Chemyshev，正．（1997）8吻眺〃ωヵr8榊θグ8ゴ〃8伽わo鮒榊o枇θ応加伽α〃8肋o〃

　θoo〃o舳θ∫，Macml1an　Press，London

亙LO（1990）8吻伽此α1∫o閉cωα〃舳θ励o挑，γo〃肋θ3亙oo〃α切ω〃yαo伽θ

ρ・ρ〃・ガ・刀，θ仰1・y脇肌㈱切・y雌・伽〃ん・舳吋W・枇伽脇ん・〃舳舳y∫ノ，

　κco〃8∂肋o〃，皿ntematlona1LabourOff1ce，Geneva

GoskomstatRF（1995a）0∫ηo閉γθρo疋αz肋〃ρo∫吻鮒伽肋伽，Moscow

　　　　　　（1995b）肋r8oγ〃〃Ro∬〃，Moscow．

　　　　　　（1995c）τ榊〃z伽肋08〆γ沢088〃，Moscow．

　　　　　　（1996a）〃肋∂o1o8肋ω肋ρoloz1肥舳oρo吻鮒伽，Moscow

　　　　　　（1996b）沢o∬伽舳吻眺ガc1肥∫肋6助召8o伽汲，Moscow．

　　　　　　（1996c）肋グ8oγ〃〃沢o∬〃，Moscow．

　　　　　　（1996d）τ棚〃zo〃砿03〆γR088jゴ，Moscow．

　　　　　　（1997a）R033〃〃な獅α肋，Moscow．

　　　　　　（1997b）Ro∫∫伽肋吻眺此加8肋θ幼εgo伽脈，Moscow．

石川健（1998）『ロシアの労働統計』文部省重点領域研究「スラブ。ユーラシ

　アの変動」報告輯，No60．

伊藤陽一。岩井浩。福島利夫編著（1993）『労働統計の国際比較』梓出版．

岩井浩（1992）『労働力・雇用・失業統計の国際的展開』梓出版．

大津定美（1996）「転換期ロシアの雇用。労働統計について」r国民経済雑

　誌』，第173巻，第6号，pp．37－52．

大津定美（1988）『現代ソ連の労働市場』日本評論社

ブライトン，P（1990）「労働人口と就業」Rビーン編著『国際労働統計一手引

　きと最近の動向一』（伊藤陽一。杉森滉一他訳）梓出版．


